
義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律（昭和38年12月

21日法律第182号、以下「無償措置法」という。）第10条、第11条、第13

条及び第14条の規定により、市町村教育委員会及び国立・私立学校の校

長が行う教科用図書の採択について、県教育委員会が行う指導、助言又

は援助並びに県立の義務教育諸学校において使用する教科用図書の採択

について次の事項を諮問します。

(1) 教科用図書の採択基準及び選定資料について

(2) 平成26年度使用教科用図書の採択（県立中学校及

び特別支援学校（小・中学部））について

平成25年５月16日

平成25年度奈良県教科用図書選定審議会会長 殿

奈 良 県 教 育 委 員 会



義務教育諸学校教科書採択の仕組み

校　　　　　種 採　　択　　権　　者 選定審議会との関わり 採択替えの年度

市町村立小・中学校 市町村教育委員会
【第10条】

市町村立中高一貫教育校
（市町村立中学校）

学校ごとに市町村教育委員会
【第13条３項】

国立・私立小・中学校
国立・私立小・中学校長

【第10条】

県立小・中学校
（特別支援学校小・中学部）

県教育委員会
【第13条２項】

選定審議会の意見を聞く
【第13条２項】

県立中高一貫教育校
（県立青翔中学校）

学校ごとに県教育委員会
【第13条３項】

選定審議会の意見を聞く
【第13条２項】

中学校用教科書を新
たに採択（H25）

【　】内は無償措置法中の根拠条令

小学校用教科書　H22
中学校用教科書　H23
（４年に一度）

一般図書　毎年

選定審議会の意見を聞いて、県教
委が指導・助言・援助（採択基準・
選定資料）【第13条１項】



義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律(抜粋)

（都道府県の教育委員会の任務）
第10条 都道府県の教育委員会は、当該都道府県内の義務教育諸学校において使用する
教科用図書の採択の適正な実施を図るため、義務教育諸学校において使用する教科用
図書の研究に関し、計画し、及び実施するとともに、市（特別区を含む｡以下同じ。）
町村の教育委員会及び義務教育諸学校（公立の義務教育諸学校を除く。）の校長の行
う採択に関する事務について、適切な指導、助言又は援助を行わなければならない。
（教科用図書選定審議会）

第11条 都道府県の教育委員会は、前条の規定により指導、助言又は援助を行なおうと
するときは、あらかじめ教科用図書選定審議会（以下「選定審議会」という。)の意見
をきかなければならない。

２ 選定審議会は、毎年度、政令で定める期間、都道府県に置く。
３ 選定審議会は、20人以内において条例で定める人数の委員で組織する。
（採択地区）

第12条 都道府県の教育委員会は、当該都道府県の区域について、市若しくは郡の区域
又はこれらの区域をあわせた地域に、教科用図書採択地区（以下この章において「採
択地区」という。）を設定しなければならない。

２ 都道府県の教育委員会は、採択地区を設定し、又は変更しようとするときは、あら
かじめ市町村の教育委員会の意見をきかなければならない。

３ 都道府県の教育委員会は、採択地区を設定し、又は変更したときは、すみやかにこ
れを告示するとともに、文部科学大臣にその旨を報告しなければならない。
（教科用図書の採択）

第13条 都道府県内の義務教育諸学校（都道府県立の義務教育諸学校を除く。）におい
て使用する教科用図書の採択は、第10条の規定によつて当該都道府県の教育委員会が
行なう指導、助言又は援助により、種目（教科用図書の教科ごとに分類された単位を
いう。以下同じ。）ごとに一種の教科用図書について行なうものとする。

２ 都道府県立の義務教育諸学校において使用する教科用図書の採択は、あらかじめ選
定審議会の意見をきいて、種目ごとに一種の教科用図書について行なうものとする。

３ 公立の中学校で学校教育法第71条の規定により高等学校における教育と一貫した教
育を施すもの及び公立の中等教育学校の前期課程において使用する教科用図書につい
ては、市町村の教育委員会又は都道府県の教育委員会は、前２項の規定にかかわらず、
学校ごとに、種目ごとに一種の教科用図書の採択を行うものとする。

４ 第１項の場合において、採択地区が２以上の市町村の区域をあわせた地域であると
きは、当該採択地区内の市町村立の小学校及び中学校において使用する教科用図書に
ついては、当該採択地区内の市町村の教育委員会は、協議して種目ごとに同一の教科
用図書を採択しなければならない。

５ 前各項の採択は、教科書の発行に関する臨時措置法（昭和23年法律第132号。以下
「臨時措置法」という。）第６条第１項の規定により文部科学大臣から送付される目
録に登載された教科用図書のうちから行わなければならない。ただし、学校教育法附
則第９条に規定する教科用図書については、この限りでない。
（同一教科用図書を採択する期間）

第14条 義務教育諸学校において使用する教科用図書については、政令で定めるところ
により、政令で定める期間、毎年度、種目ごとに同一の教科用図書を採択するものと
する。



義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律施行令(抜粋)

第９条 選定審議会は、都道府県の教育委員会の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審
議し、及び必要と認めるときは、これらの事項について都道府県の教育委員会に建議
する。
一 市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会及び義務教育諸学校（公立の
義務教育諸学校を除く。）の校長の行う教科用図書の採択に関する事務について都
道府県の教育委員会の行う採択基準の作成、選定に必要な資料の作成その他指導、
助言又は援助に関する重要事項

二 都道府県の設置する義務教育諸学校において使用する教科用図書の採択に関する
事項

（同一教科用図書を採択する期間）
第14条 法第14条の規定により種目ごとに同一の教科用図書を採択する期間（以下この
条において「採択期間」という。）は、学校教育法（昭和22年法律第26号）附則第９
条に規定する教科用図書を採択する場合を除き、４年とする。

２ 採択期間内において採択した教科用図書（以下この条において「既採択教科用図
書」という。）の発行が行われないこととなつた場合その他の文部科学省令で定める
場合には、新たに既採択教科用図書以外の教科用図書を採択することができる。

３ 前項に規定する場合（教育課程の基準の変更に伴い既採択教科用図書の発行が行わ
れないこととなつた場合を除く。）において、新たに採択する教科用図書についての
採択期間は、第一項の規定にかかわらず、既採択教科用図書についての採択期間から
文部科学省令で定める期間を控除した期間とする。
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